
第１回南相馬市議会定例会市長提出議案の要旨 

 

令和５年２月２８日提出 

 

Ⅰ 件数   ４１件  

【内訳】議案 ４０件 （条例関係１５件、予算関係２４件、その他１件） 

    報告  １件 （専決処分の報告１件） 
 

Ⅱ 議案の要旨  

≪条例関係≫  

議案第１号 南相馬市部設置条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  組織の機能強化と効率化を図り、南相馬市第三次総合計画を着実に遂行できる組

織体制の構築を目的とした部と分掌事務の見直しを令和５年４月１日付けで実施

するため、必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 見直しの基本方針 
 
 令和７年度に迎える第２期復興・創生期間の終期を見据え、震災と原発事故から

の復興を背景とした社会情勢の変化に呼応するため、「南相馬市第三次総合計画を

着実に遂行できる組織体制」、「市民サービスを基本とした利用しやすい組織体制」、 

「行政課題や関連業務の一元化を図った効率的な組織体制」を構築します。 

 

２ 改正概要 
 
（１）経済部を「商工観光部」及び「農林水産部」に再編（第２条関係） 

震災からの復旧・復興の進展に伴い、農地の集積・集約化やほ場整備が同時並行

的に進んでいます。また、新たな担い手の確保・育成・支援、消費拡大、ブランド

化、先端技術の普及など、農林水産業を取り巻く課題は多様化しています。 

そのため、新たに「農林水産部」を設置し、専門性の高度化、意思決定の迅速化、

課題解決に向けた体制強化を図ります。 

  商工労政、観光交流、移住定住業務を所管する部は「商工観光部」とします。 

 

改 正 前 改 正 後 

経済部 商工観光部 

 農林水産部 
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（２）分掌事務の改正（第３条～第９条関係）  
①総務部の「情報化に関すること。」及び「統計調査に関すること。」を復興企画部に

移管 
 
近年、デジタル変革（ＤＸ）が叫ばれる中、住民が利便性を実感できるデジタル社

会の構築が必要です。総務部所掌の「情報化に関すること。」を、市政の総合企画・調

整及び行政改革を含む行政経営を所掌する「復興企画部」に移管し、相互連携の強化

を図ります。 

「統計調査に関すること。」についても、市政の総合企画や総合計画を所掌する「復

興企画部」に移管し、統計結果の活用など連携を強化します。 
 

改 正 前 改 正 後 

総務部 復興企画部 

情報化に関すること。 

統計調査に関すること。 

情報化に関すること。 

統計調査に関すること。 

 

②復興企画部の「公共交通に関すること。」のうち生活交通に係る業務を「生活交通に

関すること。」として市民生活部に移管 
 
高齢者の運転免許証の返納の増加、子どもの通学手段の確保など、交通弱者の移動

手段の確保を図る必要があります。復興企画部で所掌する公共交通を分離し、タクシ

ー及び路線バス等の市民の身近な移動手段である生活交通を「市民生活部」へ「生活

交通に関すること。」として移管し連携を強化します。 

公共交通のうち鉄道・空港などについては、「広域交通に関すること。」として、引

き続き広域行政を所管する「復興企画部」で所掌します。 
 

改 正 前 改 正 後 

復興企画部 復興企画部 

公共交通に関すること。 広域交通に関すること。 

市民生活部 市民生活部 

 生活交通に関すること。 

 

③市民生活部の「新エネルギーに関すること。」を「脱炭素社会に関すること。」と名

称変更。 
 
2050 年度までの CO2 等の温室効果ガスの実質排出ゼロを目指すため、官民協働によ

る脱炭素社会の実現を図っていく必要があります。市民生活部が所掌する「新エネル

ギーに関すること。」を「脱炭素社会に関すること。」に改め、新エネルギーの推進に

とどまらない脱炭素社会の実現に向け取り組んでいきます。 
 

改 正 前 改 正 後 

市民生活部 市民生活部 
新エネルギーに関すること。 脱炭素社会に関すること。 
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④市民生活部の「スポーツに関すること。」を健康福祉部に移管  
新型コロナの影響など市民の運動機会が減少していることから、心身の健康維持・

増進等を図るため、市民生活部が所掌する「スポーツに関すること。」を「健康福祉部」

に移管し、健康・福祉分野と連携を強化するとともに、引き続き競技力の向上に努め

ます。 

 

改 正 前 改 正 後 

市民生活部 健康福祉部 

スポーツに関すること。 スポーツに関すること。 

 

⑤経済部を「商工観光部」及び「農林水産部」に再編し、事務をそれぞれ分掌。商工

観光部に「移住・定住に関すること。」を明記  
経済部の再編に伴う分掌事務を整理するほか、令和２年４月から経済部で取り組み

を進めている「移住・定住に関すること。」を明記するため、分掌事務に追加し、各部・

関係機関等と連携強化を図ります。 

 
改 正 前 改 正 後 

経済部 商工観光部 

農林水産業に関すること。 

農林土木に関すること。 

商工業に関すること。 

雇用に関すること。 

観光に関すること。 

国内・国外交流に関すること。 

 

 

 

商工業に関すること。 

雇用に関すること。 

観光に関すること。 

国内・国外交流に関すること。 

移住・定住に関すること。 

  

 農林水産部 

 農林水産業に関すること。 

農林土木に関すること。 

 

 

３ 施行日 令和５年４月１日 
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議案第２号 南相馬市個人情報の保護に関する法律施行条例制定について 

【趣旨】 

  令和５年４月から個人情報の保護に関する法律の規定が地方公共団体等に直接適

用されることから、法が委任する事項等を定める条例の制定を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 南相馬市個人情報保護法施行条例の制定の背景 

これまで個人情報の取扱いは、国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体、

地方独立行政法人及び民間事業者のそれぞれの機関を対象とする法律や条例等に

より、その取扱いが別々に規定されていました。 

令和３年５月の「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法

律」の成立により「個人情報の保護に関する法律」いわゆる個人情報保護法が改正

され、これまで別々であった個人情報の取扱いに関する規定が一本化されることに

なり、令和５年４月からは、改正法の規定が全国共通ルールとして南相馬市にも適

用されることとなります。 

 

行政機関

個人情報保

護法

独立行政

法人等

個人情報

保護法

国の

行政機関

独立行政

法人等

総務省
個人情報

保護委員会

個人情報

保護法

民間事業者
地方公共

団体等

個人情報保護

条例

各地方

公共団体
個人情報保護委員会

個人情報保護法

国の

行政機関等
地方公共

団体等

所
管

法

令

対
象

改正法施行前（これまで） 改正法施行後（令和５年４月～）

民間

事業者

 

２ 条例制定の理由 

令和５年４月から改正法の規定が地方公共団体等に直接適用されることから、現

在の南相馬市個人情報保護条例を令和５年３月末で廃止とし、改正法で委任された

事項等を定める条例を制定します。 

 

３ 法施行に伴う主な変更点 

  ・開示請求の決定の期限 【旧】請求日から１４日以内 → 【新】３０日以内 

  ・例外的な取得、利用、提供  

【旧】審査会の意見を聴いて公益上特に必要があると認めるとき 

【新】国の個人情報保護委員会から必要な指導、助言等が行われる。 
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４ 制定概要 

定める項目 条 内   容 

趣 旨 第１条 
個人情報の保護に関する法律の施行に関し必要な事項

を定める。 

定 義 第２条 

・「市の機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、

公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査

委員会及び地方公営企業の管理者 

・「市の機関等」とは、市の機関及び市の区域内に存する

財産区（財産区議会又は財産区総会が置かれている場合

にあっては、当該財産区議会又は財産区総会を除く。） 

開示請求

の手続き 
第３条 

開示請求書には、法第７７条第１項各号に掲げる事項の

ほか、規則で定める事項（電話番号や開示希望日など）を

記載 

手数料等 第４条 
・手数料の額は、無料 
・写しの交付に要する費用、送付に要する費用は実費負担 

審査会へ

の諮問 
第５条 

次のいずれかに該当する場合に諮問できる旨を規定 
⑴ 個人情報の取扱いに関し定める条例について、その規

定を改正し、又は廃止しようとする場合 
⑵ 法第６６条第１項又は行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第１２条

の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場

合 
⑶ 市の機関等における個人情報の取扱いに関する運用

上の細則を定めようとする場合 
⑷ その他法第３章第３節の施策を講ずる場合であって、

個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見

に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めると

き。 

附 則  

・南相馬市個人情報保護条例の廃止 
・南相馬市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置 
・関係条例の改正 

 

５ 施行日 令和５年４月１日 

 

 

 

 

 

 

-5-



議案第３号 南相馬市情報公開・個人情報保護審査会条例制定について 

【趣旨】 

  個人情報保護審査会の設置を定めた南相馬市個人情報保護条例が法改正に伴い廃

止となることから、情報公開審査会と統合した審査会として新たに設置するため、

条例を制定するもの。 
 
【主な内容】 

１ 制定概要 

定める項目 条 内   容 

趣 旨 第１条 
南相馬市情報公開・個人情報保護審査会の設置及び組織

並びに調査審議の手続等について定める。 

設 置 第２条 

以下の内容を調査審議するため、南相馬市情報公開・個

人情報保護審査会を置く。 

・情報公開制度・個人情報保護制度における審査請求 

・情報公開制度の適正かつ円滑な運用 

・個人情報の適正な取扱いの確保 

所掌事項 第４条 

・審査会は、次に掲げる事項について調査審議する。 
⑴ 情報公開条例の規定による公開決定等又は公開請

求に係る不作為についての審査請求に関する事項 
⑵ 情報公開制度の運用に関する重要事項 
⑶ 個人情報保護法の規定による開示決定等又は開示

請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為に

ついての審査請求に関する事項 
⑷ 個人情報の適正な取扱いの確保に関する事項 
⑸ 行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律の規定による特定個人情報

保護評価に係る点検に関する事項 
・審査会は、情報公開制度の運用に関し、実施機関に意見

を述べることができる。 

組織等 
第５条 

第６条 

・審査会は、委員５人以内をもって組織 
・任期は、２年 

調査審議 
第８条～ 

第 15 条 
調査権限や意見の陳述などの手続きについて規定 

罰 則 第 17条 

守秘義務に違反して秘密を漏らした委員は、１年以下の

懲役又は５０万円以下の罰金に処する。（市の区域外にお

いて罪を犯した者にも適用） 

附 則  

・旧情報公開審査会の廃止に伴う経過措置 
・旧個人情報保護審査会の廃止に伴う経過措置 
・関係条例の改正 

 

２ 施行日 令和５年４月１日 
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議案第４号 
南相馬市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

制定について 

【趣旨】 

  診療報酬において「看護職員処遇改善評価料」が新設されたことに伴い、特殊勤

務手当として「看護職員等処遇改善特別手当」の支給を行うため、必要な改正を行

うもの。 
 
【主な内容】 

１ 改正概要 

⑴ 経過 

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年１１月１９日閣議決定）

等を踏まえた、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職

員を対象とする、収入を１％程度（月額平均 4,000 円相当）引き上げるための措置

として、令和４年２月から９月までの間、「看護職員等処遇改善事業補助金」事業

が実施され、令和４年１０月からは、同閣議決定に基づき、収入を３％程度（月額

平均 12,000 円相当）引き上げるための措置として、診療報酬において「看護職員

処遇改善評価料」が新設されることとなった。本市では給与の調整額として看護職

員（助産師、看護師及び准看護師）を対象に処遇改善を行ってきたところです。 

 

⑵ 改正内容 

看護職員処遇改善評価料による診療報酬算定を行う場合には、引き続き継続的な

賃上げ及び賃金改善の合計額の２/３以上を基本給又は毎月決まって支払われる手

当の引上げにより改善を図る必要があるため、医療職員の特殊勤務手当に「看護職

員等処遇改善特別手当」を新設するもの。 

 

 〇支給対象：看護職員等医療サービスを患者に直接提供する職員（医師を除く。） 

  〇支 給 額：正職員及びフルタイム職員は、月額 12,000 円の範囲内で市長が定 

める額（パートタイム職員は、勤務時間に応じた割合で支給） 

 

２ 施行日 令和５年４月１日 
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議案第５号 南相馬市手数料条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  コンビニ交付サービスによる各種証明書の交付手数料を減額することにより、マ

イナンバーカード利活用とＤＸを進めるため、必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 改正概要 

⑴ 経過等 

平成２９年１月より個人番号（マイナンバー）カードを利用し、コンビニエンス

ストア等で民間事業者が設置する多機能端末機（マルチコピー機）により住民票、

戸籍証明書、戸籍の附票、印鑑証明書、所得や住民税に関する証明書の交付を行っ

てきました。 
令和５年１月末のマイナンバーカード交付率は６２％となったものの、コンビニ

エンスストアでの証明書交付（以下「コンビニ交付」という。）サービス利用率は

約１０％と低い状況にあります。 
このことから、コンビニ交付サービスの交付手数料を減額することで、市民がマ

イナンバーカード取得による利便性を実感し、マイナンバーカードの利活用とＤＸ

を進めるため、コンビニ交付サービスによる各種証明書の交付手数料の減額に係る

手数料条例の一部改正を行うもの。 
 

⑵ 改正内容 

マイナンバーカード普及による利活用とＤＸを進めるため、コンビニ交付サービ

スによる各種証明書の交付手数料を一律で１００円とするもの。 

 

 現 行 改正案 
備考 

証明書種類 窓口 多機能端末機 窓口 多機能端末機 

所得/課税証明書 200 円 200 円 200 円 100 円 100 円減額 

戸籍（謄・抄本） 450 円 450 円 450 円 100 円 350 円減額 

住民票 200 円 200 円 200 円 100 円 100 円減額 

印鑑証明書 200 円 200 円 200 円 100 円 100 円減額 

戸籍の附票 200 円 200 円 200 円 100 円 100 円減額 

 

２ 施行日 令和５年６月１日 
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議案第６号 
南相馬市東日本大震災等による被災者に対する国民健康保険税及
び介護保険料の減免に関する条例の一部を改正する条例制定につ
いて 

【趣旨】 

東日本大震災等による被災者に対する令和５年度の国民健康保険税及び介護保険

料の負担軽減を図るため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正概要 

 国民健康保険税の減免（第３条関係）及び介護保険料の減免（第４条関係） 

区 分 
減免適用年・月 

改正後 現行 

① 上位所得層（※１）を除く平成 26年度までに

避難指示区域等の指定が解除された旧避難指

示区域等（※２） 

（南相馬市では 20 ㎞から 30 ㎞圏内の旧緊急

時避難準備区域・旧特定避難勧奨地点） 

令和 5年 4月～ 

令和 6年 3月 

１/２減免 

令和4年4月～ 

令和 5年 3月 

全額減免 

② 旧避難指示区域等以外の被災区域 

（30 ㎞圏外の津波被害等） 

令和 5年 4月～ 

令和 6年 3月 

１/２減免 

令和4年4月～ 

令和 5年 3月 

全額減免 

③ 帰還困難区域及び上位所得層（※１）を除く

平成 27 年度以降に解除された旧避難指示区

域等（※２） 

令和 5年 4月～ 

令和 6年 3月 

全額減免 

令和4年4月～ 

令和 5年 3月 

全額減免 

④ 上記①②③以外の地域 減免なし 減免なし 

 

※１ 上位所得層とは、 

【国保】基礎控除後の総所得金額の世帯合算額が 600 万円を超える世帯 

【介護】被保険者個人の合計所得金額が 633 万円以上を基準とする。 
 
※２ 旧避難指示区域等とは、 

平成 25年度以前に指定が解除された（ａ）旧緊急時避難準備区域等（特定避難勧奨地

点を含む）、平成 26年度に指定が解除された（b）旧避難指示解除準備区域等（田村市の

一部、川内村の一部および南相馬市の特定避難勧奨地点）、平成 27 年度に指定が解除さ

れた（c）旧避難指示解除準備区域（楢葉町の一部）、平成 28 年度及び平成 29 年４月１

日に指定が解除された（d）旧居住制限区域等（葛尾村の一部、川内村の一部、南相馬市

の一部、飯館村の一部、川俣町の一部、浪江町の一部及び富岡町の一部）、令和元年度に

指定が解除された（e）旧帰還困難区域（双葉町の一部、大熊町の一部及び富岡町の一部）

の 5つの区域 
 

※３ ①③の上位所得層のうち、②の減免基準（家屋の全半壊等）の対象となる場合は、

②に移行して減免となる。 
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【参考】国の国民健康保険及び介護保険への財政支援の見直し方針 

 

 

２ 令和５年度保険税（料）減免見込額及び費用負担 

［国民健康保険税］ 

①平成 26年度までに避難指示区域等の指定が解除された旧避難指示区域等【1/2 減免】 

対象世帯数 5,955 世帯 

保険税減免額 317,192 千円 

減免額の費用負担 
災害臨時特例補助金（2/10） 63,438 千円 

特別調整交付金  （8/10） 253,754 千円 
 

②旧避難指示区域等以外の被災区域（30㎞圏外の津波被害等）【1/2 減免】 

対象世帯数 179 世帯 

保険税減免額 9,580 千円 

減免額の費用負担 
特別調整交付金  （9/10） 8,622 千円 

市負担金     （1/10） 958 千円 
 

③帰還困難区域及び平成 27年度以降に解除された旧避難指示区域等【全額減免】 

対象世帯数 2,010 世帯 

保険税減免額 213,635 千円 

減免額の費用負担 
災害臨時特例補助金（2/10） 42,727 千円 

特別調整交付金  （8/10） 170,908 千円 

    ◎市負担（1/10）の財源は、一般会計からの繰入とする。 
     ◎現時点では、国から財政支援の財源構成割合に係る資料が発出されていないた

め、今後、被災地域に係る市負担割合変更の可能性がある。 
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［介護保険料］ 

①平成 26年度までに避難指示区域等の指定が解除された旧避難指示区域等【1/2 減免】 

対象人数 13,246 人 

保険料（税）減免額 452,208 千円 

減免額の費用負担 
災害臨時特例補助金（2/10） 90,441 千円 

特別調整交付金  （8/10） 361,767 千円 
 

②旧避難指示区域等以外の被災区域（30㎞圏外の津波被害等）【1/2 減免】     

対象人数 458 人 

保険料（税）減免額 13,966 千円 

減免額の費用負担 
特別調整交付金  （8/10） 11,173 千円 

市負担金     （2/10） 2,793 千円 
 

③帰還困難区域及び平成 27年度以降に解除された旧避難指示区域等【全額減免】 

対象人数 4,100 人 

保険料（税）減免額 264,397 千円 

減免額の費用負担 
災害臨時特例補助金（2/10） 52,879 千円 

特別調整交付金  （8/10） 211,518 千円 

◎市負担（2/10）の財源は、一般会計からの繰入とする。 

◎現時点では、国から財政支援の財源構成割合に係る資料が発出されていない 

ため、今後、被災地域に係る市負担割合変更の可能性がある。 

 

３ 施行日 令和５年４月１日 
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議案第７号 南相馬市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

子どものいる世帯の国民健康保険税の負担軽減を目的とした子どもの均等割額

の免除を行うため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正概要 

平成３０年度から実施している国民健康保険の被保険者に係る子ども（１８歳

以下）の均等割免除措置について、令和５年度においても継続するもの。（附則第

２０項関係） 

①対象 １８歳到達後最初の３月３１日までの間にある者の世帯主 

②期間 令和５年度の１年間（南相馬市東日本大震災等による被災者に対する

国民健康保険税及び介護保険料の減免に関する条例の延長に併せ延長） 

③参考 免除見込額 ８，１７３千円（対象者７５３人） 
 

・均等割額軽減等措置の適用イメージ 

㋐の軽減無 ㋐の軽減無

０歳～６歳未満 ６歳～１８歳以下

㋐の軽減有 ㋐の軽減有

㋐低所得
者７割

㋐低所得
者５割

㋐低所得
者２割

㋑未就学
児 ㋐低所得

者７割

㋐低所得
者５割

㋑未就学
児

㋑未就学
児

㋐低所得
者２割

㋑未就学
児 ㋒大震災減免 又は ㋓子ども（１８歳以下）免除

（ ㋐と㋑の軽減後の額の減免又は免除 ）

 

㋐低所得者に係る軽減（所得に応じて７割、５割、２割の軽減がある。） 
㋑未就学児（６歳未満）に係る軽減 
㋒東日本大震災等における減免 
㋓子ども（１８歳以下）に係る免除の優先順で軽減等措置を適用する。 

 
２ 施行日 令和５年４月１日 
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議案第８号 
こども家庭庁設置に伴う関係条例の整理に関する条例制定につい

て 

【趣旨】 

  こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の制定等に伴い、

法引用箇所に条ずれ等が生じるため、必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 改正概要 

⑴ 南相馬市附属機関設置条例 

  こども家庭庁に新たに「こども家庭審議会」が設置され、子ども・子育て支援

法の「子ども・子育て会議」の規定が削除されるため、引用条項が繰り上がるこ

とによる改正 

 

⑵ 南相馬市重度心身障がい者医療費の助成に関する条例 

  こども家庭庁設置により法令の主務大臣及び主務省令が変更になるため、引用

省令の改正 

  

⑶ 南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例 

  ・民法第８２２条の懲戒権の規定の削除に伴う改正 

  ・こども家庭庁設置後も、学校教育は文部科学省が所管することに伴う学校教育

法の引用条項の改正（第 25条 → 第 25 条第１項） 

・こども家庭庁設置に伴う内閣総理大臣と厚生労働大臣の協議について定める条

項の削除に伴う引用条項の改正（第 19 条第１項第１号→ 第 19 条第１号など） 

 

⑷ 南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等に関す

る条例 

・こども家庭庁設置に伴う内閣総理大臣と厚生労働大臣の協議について定める条

項の削除に伴う引用条項の改正（第 19 条第１項第１号→ 第 19 条第１号など） 

 

２ 施行日 令和５年４月１日 

（南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の第２６条懲戒に係る規定の削除については公布の日） 
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議案第９号 
厚生労働省令改正に伴う関係条例の整理に関する条例制定につい

て 

【趣旨】 

  厚生労働省令の改正に伴い、安全計画策定に係る規定、バス送迎に当たっての安

全管理の徹底に係る規定を追加するほか必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 改正概要 

⑴ 南相馬市地域型保育事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

①児童の安全の確保に関する計画策定に係る規定を追加する改正（第 7条の２関

係） 

 ②地域型保育事業所等が児童発達支援事業所等との一体的な支援を可能とする

ための規定を追加する改正。（第１０条関係） 

  ③感染症及び食中毒の予防及びまん延防止に必要な措置の明確化（第１４条関係） 

④送迎に当たっての安全管理の徹底に係る規定を追加する改正（第７条の３関係） 

⑤民法第８２２条の懲戒権の規定の削除に伴う改正（第１３条関係） 

 

 

 ⑵ 南相馬市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

①児童の安全の確保に関する計画策定に係る規定を追加する改正（第６条の２関

係） 

  ②感染症や非常災害の発生時の利用者に対する支援の提供を継続的に実施するた

めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）

の策定等の努力義務化に係る規定を追加する改正（第１２条の２関係） 

 ③感染症及び食中毒の予防及びまん延防止に必要な措置の明確化（第１３条関

係） 

④送迎に当たっての安全管理の徹底に係る規定を追加する改正（第６条の３関係） 

 

 

２ 施行日 令和５年４月１日 

（南相馬市地域型保育事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の第

１３条懲戒に係る規定の削除については公布の日） 
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議案第１０号 
南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負

担額等に関する条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

市内保育園等の利用者負担額の無料化措置を令和８年度まで継続するため、必要

な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正概要 

  市は、子育て世帯の経済的負担軽減を図ることを目的に、平成２６年度から市独

自で保育料無料化措置を実施しています。 

本市で子どもを産み育てやすい子育て環境の充実を図るため、平成３４年度を終

期とした特定教育・保育施設等の利用者負担額の無料化措置を、南相馬市第三次総

合計画前期基本計画期間の終期である令和８年度まで継続するもの。 

対象者は、市内の保育園、認定こども園を利用している０歳から２歳までの児童

（３歳から５歳までは国の幼児教育・保育無償化対象） 

 

２ 施行日 公布の日 
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議案第１１号 南相馬市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  健康保険法施行令等の改正に伴い、出産育児一時金の支給額を増額するため、必

要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 改正概要 

   出産育児一時金について、現行の４０万８千円から４８万８千円に額の引き上

げを行うもの（第８条第１項関係） 

    
改正条例等及び内訳 改正前 改正後 

国民健康保険

条例 
出産育児一時金額 ４０万８，０００円 ４８万８，０００円 

国民健康保険

給付規則 

加算額 

（産科医療補償制度の掛金分） 
１万２，０００円 

支給総額 ４２万円 ５０万円 

 
２ 施行日 令和５年４月１日 

 
 

  

 

 

 

出産育児一時金支給状況 

 実績額又は予算額 件数 １件当たりの平均値 備考 

令和３年度実績 １２，４４８千円 ３０件 ４１．５万円  

令和４年度実績 ８，３２６千円 １９件 ４３．８万円 令和４年１２月末時点 

令和５年度予算 ２０，０００千円 ４０件 ５０万円  

 

出産費用の状況 

  令和３年度出産費用平均（正常分娩のみ）※室料差額、産科医療補償制度掛金等を除く。 

 平均値 

南相馬市国保 ３６４，３０８円 

福島県 ４３６，６７４円 

全国平均 ４５４，９９４円 

※産科医療補償制度 

・分娩に関連して発症した重度脳性麻痺児とその家族の経済的負担を補償する制度 

・全国の分娩機関の９９．９％が制度に加入している。 
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議案第１２号 南相馬市介護保険条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

第８期介護保険事業計画に基づく令和５年度分の介護保険料の負担軽減を図る

ため、必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 改正概要 

   令和４年度に引き続き、令和５年度における介護保険料について、減免等の対

象とならない者に対し、第８期保険料を第４期保険料と同額になるよう軽減措置

を設ける。（附則第２０項関係） 
 
○保険料段階別の保険料金額及び基準額に対する割合 

段  階 （ 対 象 者 ） 

基準額に
対する 
割合 

第８期 
保険料 

第４期 
保険料 

第１段階 

○ 生活保護を受けている人 
○ 世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金を受け

ている人 
○ 世帯全員が市民税非課税で、本人の合計所得金

額＋課税年金収入額が８０万円以下の人 

基準額 

×0.30 
21,200 円 18,600 円 

第２段階 
○ 世帯全員が市民税非課税で、前年の本人の合計

所得金額＋課税年金収入額が８０万円超１２０万
円以下の人 

基準額 

×0.50 
35,400 円 

第５期新設 

(23,400 円) 

第３段階 
○ 世帯全員が市民税非課税であって、前年の本人

の合計所得金額＋課税年金収入額が１２０万円
超の人 

基準額 

×0.70 
49,500 円 27,900 円 

第４段階 
○ 本人が市民税非課税の人であって、（世帯内に

市民税課税者がいる場合）前年の本人の合計所
得金額＋課税年金収入額が８０万円以下の人 

基準額 
×0.90 

63,700 円 30,800 円 

第５段階 
（基準） 

○ 本人が市民税非課税の人であって、（世帯内に
市民税課税者がいる場合）前年の本人の合計所
得金額＋課税年金収入額が８０万円超の人 

基準額 
×1.00 

70,800 円 

(月額 5,900 円) 

37,200 円 

(月額 3,100 円) 

第６段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が１２０万円
未満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額の適用
により非保護者となるもの 

基準額 
×1.20 

85,000 円 40,100 円 

第７段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が１２０万円
以上２１０万円未満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額の適用
により非保護者となるもの 

基準額 
×1.30 

92,000 円 46,500 円 

第８段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が２１０万円
以上３２０万円未満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額の適用
により非保護者となるもの 

基準額 
×1.50 

106,200 円 55,800 円 

第９段階 
○ 本人が市民税課税で合計所得金額が３２０万円

以上の人 

基準額 
×1.70 

120,400 円 65,100 円 

【参考】軽減見込額 3,600 人 125,628 千円（財源：介護給付準備基金） 

 

２ 施行日 公布の日 
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議案第１３号 
南相馬市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定につい

て 

【趣旨】 

道路法施行令の一部改正に伴い、同令に準じて定めている占用料を改めるため、

必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正理由 

現行の道路占用料は、平成３０年度の地価水準を算定の基礎とした道路法施行令

に準じたものですが、今回の改正は、令和３年度の地価水準による見直しに伴い道

路法施行令が改正されたことに準じ、条例を改正するもの。 

 
２ 改正内容（別表関係） 

⑴ 道路法（以下「法」という。）第３２条第１項第１号に掲げる工作物 

占 用 物 件 
年間占用料 

改正後 改正前 

第１種電柱 480 円/本 420 円/本 
第２種電柱 730 円/本 650 円/本 
第３種電柱 990 円/本 880 円/本 
第１種電話柱 430 円/本 380 円/本 
第２種電話柱 680 円/本 610 円/本 
第３種電話柱 940 円/本 830 円/本 
その他の柱類 43 円/本 38 円/本 
地下に設ける電線その他の線類 3 円/ｍ 2 円/ｍ 
路上に設ける変圧器 420 円/個 370 円/個 
地下に設ける変圧器 260 円/㎡ 230 円/㎡ 
変圧塔その他これに類するもの及び

公衆電話所 850 円/個 760 円/個 

郵便差出箱及び信書便差出箱 360 円/個 320 円/個 
広告塔 870 円/㎡ 960 円/㎡ 
その他のもの 850 円/㎡ 760 円/㎡ 

⑵ その他、法及び政令に掲げる施設 

 
３ 施行日 令和５年４月１日 
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議案第１４号 
南相馬市子どもの利用に係るスポーツ施設の使用料又は利用料金

の免除に関する条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  子どものスポーツ施設の使用料又は利用料金の免除を継続し、子どものスポーツ

施設の利用増進と運動不足の解消を図り、運動する機会を創出するため、必要な改

正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 改正概要 

  「南相馬市小中学校保健統計」による肥満傾向児の出現率の推移をみると、小中

学校ほぼ全ての学年において全国・県の平均よりも上回っており、本市の子どもた

ちの運動不足・体力の低下を解消することが依然として課題となっていることから、  

子どもたちの運動する機会を継続的に創出するため、当該条例等の適用期間につい

て、「南相馬市第三次総合計画前期基本計画」の終期である令和８年度末までの４

年間（令和９年３月３１日まで）延長するもの。 
 

 

２ 施行日 公布の日 
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議案第１５号 
南相馬市病院事業使用料及び手数料条例の一部を改正する条例制

定について 

【趣旨】 

分べん料の引き上げを行うため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正概要 

 総合病院では、助産師の積極的な配置や、出産時及び新生児用の医療機器の充

実などを行い、妊婦が安心して出産できる環境を整備してきたところですが、こ

れらに要する費用については、出産にかかる経済的な負担となることから、平成

２２年度に現行料金として以降、これまで改正を行っていない状況にあります。 
今般、国が「出産育児一時金」の額の引き上げを行うことで、出産にかかる経

済的な追加負担が生じないことから、出産に要する費用に近い、より適正な料金

に改正するもの。 
 

分べん料の引上げ（１児につき） 

区 分 改正後 改正前 改正による増額 

診療時間内 210,000 円 180,000 円 30,000 円 

休日・深夜 230,000 円 200,000 円 30,000 円 

前掲以外の場合 220,000 円 190,000 円 30,000 円 

   ※深夜…午後１０時から翌日の午前６時までの間 
 

出産費用は、入院料、分べん料、新生児管理保育料、検査・薬剤料、処置・手

当料などで構成され、分べん料は、「正常分娩時の、医師・助産師の技術料及び分

娩時の看護・介助料」に相当するもの。 
 

【参考】総合病院における標準的な出産費用と出産育児一時金との比較 
 改正後 改正前 改正による増額 

標準的な出産費用 450,000 円 420,000 円 30,000 円 

出産育児一時金 500,000 円 420,000 円 80,000 円 

 
２ 施行日 令和５年４月１日 
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≪補正予算関係≫ 

 

議案第１６号 

 

議案第１７号 

 

議案第１８号 

 

議案第１９号 

 

議案第２０号 

 

 

議案第２１号 

 

議案第２２号 

 

議案第２３号 

 

議案第２４号 

 

議案第２５号 

 

議案第２６号 

 

議案第２７号 

 

 

 

令和４年度南相馬市一般会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市国民健康保険特別会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市介護保険特別会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市育英資金貸付特別会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計補正予

算について 

 

令和４年度南相馬市工場用地等整備事業特別会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市太田財産区特別会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市後期高齢者医療特別会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市水道事業会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市病院事業会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市工業用水道事業会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市下水道事業会計補正予算について 
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≪当初予算関係≫ 

 

議案第２８号 

 

議案第２９号 

 

議案第３０号 

 

議案第３１号 

 

議案第３２号 

 

 

議案第３３号 

 

議案第３４号 

 

議案第３５号 

 

議案第３６号 

 

議案第３７号 

 

議案第３８号 

 

議案第３９号 

 

 

 

令和５年度南相馬市一般会計予算について 

 

令和５年度南相馬市国民健康保険特別会計予算について 

 

令和５年度南相馬市介護保険特別会計予算について 

 

令和５年度南相馬市育英資金貸付特別会計予算について 

 

令和５年度南相馬市亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計予算

について 

 

令和５年度南相馬市工場用地等整備事業特別会計予算について 

 

令和５年度南相馬市太田財産区特別会計予算について 

 

令和５年度南相馬市後期高齢者医療特別会計予算について 

 

令和５年度南相馬市水道事業会計予算について 

 

令和５年度南相馬市病院事業会計予算について 

 

令和５年度南相馬市工業用水道事業会計予算について 

 

令和５年度南相馬市下水道事業会計予算について 
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≪その他≫ 

議案第４０号 市道路線の認定及び変更について 

【趣旨】 

道路法第８条第２項及び第１０条第３項の規定により議会の議決を求めるもの。 

 

【主な内容】 

１ 概要 

県道北泉小高線の新設バイパス区間の開通に伴い、旧道部を市へ管理移管するた

め、市道として新規認定するもの。 
  また、上記バイパス整備に伴い起点が変更となった路線について区間変更するも

の。 

 

認定路線 ２路線 L＝１,４６７．６ｍ （原町区） 

   変更路線  ２路線 L＝▲２０６．５ｍ （原町区） 

 

【路線内容】 

内 容 路 線 名 総延長 幅 員 

認定路線 
野馬沢高柴線 1,314.0 m 7.7 m～ 18.8 m 

丸山西内線 153.6 m 11.0 m～ 28.3 m 

変更路線 
小浜４号線 ▲ 36.5m 10.3m 

小浜米々沢線 ▲ 170.0m 11.2m 

 
２ 路線図 ２６・２７ページのとおり 
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≪報告≫ 

報告第１号 専決処分の報告について 

【趣旨】 

地方自治法第１８０条第１項（議会の委任による専決処分）の規定に基づき、下

記のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告するもの。 

 

【専決第１０号 工事請負変更契約の締結について 令和４年１２月２８日専決】 
１ 専決処分の理由 

令和４年第４回南相馬市議会臨時会で議決を経た工事請負契約について、契約

内容の一部に変更が生じたため、令和４年１２月２８日付けで専決処分したもの。 
 

２ 変更契約の内容 

契 約 の 目 的 
小高園芸団地地域営農支援施設整備事業 

（飯崎・大田和）建設（第２期）工事 

契 約 の 相 手 方 
兵庫県尼崎市浜一丁目１番１号 

クボタアグリサービス株式会社 

施 工 場 所 南相馬市小高区飯崎字南原地内外 

契
約
金
額 

変更前 ４８７，８５０，０００円 

変更後 ４９５，３０８，０００円 

増額する額 ７，４５８，０００円 

 

○主な変更内容 

 項  目 内  容 

⑴ 
布堀り工法

の追加 

工事着手後、本工事北側の土質について施工業者が地質調査

試掘を行ったところ、設計段階の地質調査では確認できなかっ

た礫層が広範囲に分布していることが確認された。このため、

管理予定者と再度協議を重ねた結果、パイプの埋め込み深さ部

分の礫の撤去が必要なことから、除礫を伴う布掘り工法の追加

を行うもの。 

⑵ 工期の延長 

協議に不測の日数を要したこと及び工法の追加に伴い、ス

ケジュールの見直しが必要となったため工期の延長を行うも

の。 

 

変更前 令和４年５月１２日～令和５年１月３１日 

変更後 令和４年５月１２日～令和５年３月３１日 

 

 

 
 

-24-



【施工場所位置図】 
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全体位置図

（市道認定・変更の概要）

県道北泉小高線の新設バイパス区間の開通に伴い、

旧道部を市へ管理移管するため、市道として新規認定

するもの。

また、上記バイパス整備に伴い起点が変更となった

路線について区間変更するもの。

◎認定路線

原町区 野馬沢高柴線 L＝ １,３１４．０ｍ

丸山西内線 L＝ １５３．６ｍ

◎変更路線

原町区 小浜４号線 L＝ ▲ ３６．５ｍ

小浜米々沢線 L＝ ▲１７０．０ｍ

計 ４路線 L＝１,２６１．１ｍ

原町区①
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箇所図

県道北泉小高線

県道小浜字町線
213 小浜4号線

859 野馬沢高柴線
（新規認定）

県道北泉小高線

（バイパス区間）

※R元.6.18区域変更

県道小浜字町線

※R元.6.18区域変更

860 丸山西内線
（新規認定）

213 小浜4号線
（区域変更）

【変更前】

【変更後】

762 小浜米々沢線

762 小浜米々沢線
（区域変更） 旧県道小浜字町線

（バイパス工事により廃止）

小浜米々沢線の始点側

（バイパス工事により廃止）

小浜4号線の始点側
（バイパス工事により廃止）
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